
細則第38号様式（第２条第49号）
 （総括票）                                                      　　 

（報告先）

住所

氏名

（法人の場合は、名称及び代表者の氏名）

１　地球温暖化対策事業者等の概要

2,614 kｌ 台

２　計画期間及び実施年度

2016 2018 年度 2018 年度

３　温室効果ガスの排出の抑制等を図るための基本方針

（Ａ４）

　　　2019 年　7　月　17　日

[基本方針]
当社は、省電力など地球環境に配慮したＩＴを活用することで環境への負荷を低減するように努力しています。当
社横浜市内２事業所（「横浜事業所」、「テクノウェイブ100事業所」)のエネルギー使用実績は全社使用の３割弱
を占めています。その中でエネルギー管理指定工場である「横浜事業所」は大きな割合となっています。
基本方針は、経年劣化による設備・機器を中心に更新し、また横浜市内個々の事業所全体の人・スペース・機器を
含めた全体最適な温室効果ガス抑制策を検討・実施していきます。

[主要なエネルギー使用設備の更新等の検討]
①更新の対象となる主要なエネルギー使用設備
　　・電算空調設備の更新
　　・個別単独運転空調機の運用方法見直し検討
②上記①の設備を選択した理由
　　・経年劣化対応／集約化による効率改善
③設備更新スケジュール
　　・2016年度～2018年度

計 画 期 間 実 施 年 度

規則第89条第1項第2号該当事業者

主 た る 事 業 の 業 種

大分類 Ｇ 情報通信業

中分類

年度 ～ 

３９ 情報サービス業

自 動 車 の 台 数

地球温暖化対策事業者以外の事業者（任意提出事業者）

該 当 す る
事 業 者 の 要 件

条例施行規則（以下「規則」という。）第89条第1項第1号該当事業者

規則第89条第1項第3号該当事業者

原油換算エネルギー使用量

地球温暖化対策実施状況報告書

事業者の氏名又は名称
( 代 表 者 の 氏 名 ）

株式会社インテック　代表取締役社長　北　岡　隆　之

事 業 者 の 主 た る
事 業 所 の 所 在 地

富山県富山市牛島新町５番５号

横浜市長

　横浜市生活環境の保全等に関する条例（以下「条例」という。）第144条第2項の規定により、次のとお
り報告します。

富山県富山市牛島新町５番５号

株式会社インテック
代表取締役社長　北　岡　隆　之
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４　推進体制

５　公表の方法等

ホ ー ム ペ ー ジ アドレス

閲覧場所 株式会社インテック横浜事業所　１Ｆ受付

窓 口 で 閲 覧

（Ａ４）

所在地 横浜市神奈川区新浦島町１－１－２５

そ の 他

閲覧可能時間 営業時間内（9：00～17：45）

冊 子
入手方法

冊子名

横浜事業所（自社ビル） 

省エネルギー推進組織 

テクノウェイブ100事業所（テナントビル） 

エネルギー管理員 推進責任者 

技術管理者 

各事業所 

エネルギー管理員 

 エネルギー管理指定工場の現場

におけるエネルギー管理を実施し

エネルギー管理統括者及びエネル

ギー管理企画推進者と連携しつつ

経営判断にもとづく組織的な取組を

実施することにより事業者全体とし

ての効率的かつ効果的な省エネル

ギー対策をはかる。 

計画管理責任者 （役割） 

①経営的視点を踏まえた取組の推進 

②中長期計画の取り纏め 

③職場管理に係わる企画立案、実務の実施 

計画推進責任者 （役割） 

①エネルギー企画統括者の職務を実務面から支える 

②技術管理者を兼ねる 

推進責任者・・・・＞事業所等において効率的に推進できる単位に設置 

 ・事業所毎に推進責任者を設置。 

  役割：事業所従業員への指示、とりまとめ、計画推進責任者への報告 

推進責任者 

計画管理責任者 

横浜事業所 テクノウェイブ100事業所 

中部業務部 

(エネルギー管理統括者) 

代表者 

横浜市外事業所（38事業所）H30年度 横浜市内事業所（2事業所） 

事務局 

計画推進責任者 

(エネルギー管理企画推進者) 

事務局 （役割） 

①会議運営・議案・議事録作成 

②運営に必要なデータ収集指示 

③事務局取り纏め等 首都圏ＤＣサービス部長 

スカイインテック    

首都圏支社支社長 
従業員 

首都圏ＤＣサービス部長 

従業員 

東京総務部担当者 

東京総務部 北陸業務部 首都圏 

DCサービス部 

札幌･仙台･

西日本業務部 

各事業所 各事業所 各事業所 

東京総務部 首都圏ＤＣ 

サービス部 

各事業所 

常務執行役員 

東京総務部担当者 
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６の１　温室効果ガスの排出の抑制に係る目標等の状況（第１号及び第２号該当事業者）

6,329 t-CO2 t-CO2/

6,219 t-CO2 t-CO2/

5,801 t-CO2 削減率 8.3 ％ t-CO2/

5,645 t-CO2 削減率 9.2 ％ 削減率 ％

5,479 t-CO2 削減率 13.4 ％ t-CO2/

5,152 t-CO2 削減率 17.2 ％ 削減率 ％

5,263 t-CO2 削減率 16.8 ％ t-CO2/

4,828 t-CO2 削減率 22.4 ％ 削減率 ％

排 出 量

（Ａ４）

排出原単位

排出原単位

計画期間全体の排
出状況に関する説
明

・サーバーの一部設備をサービス構成変更（クラウド化、冗長化、ＤＲサイトなど）により、
他拠点データセンターへ配置転換し、設備の減少となった。
・サーバー機器の更新については、最新の省エネタイプ型で順次実施。
・電算室の室温を監視し、空調機の稼働調整を実施する運用を開始。２台の運転を休止した。
・２４時間監視ルームのＬＥＤ照明の更新を実施した。

第 二 年 度

・電算室用空調機２台を省エネタイプの最新型に更新完了。
・サーバーの一部設備をサービス構成変更（クラウド化、冗長化、ＤＲサイトなど）により、
他拠点データセンターへ配置転換し、設備の減少となった。

調 整 後

（2018年度）

排出量を毎年削減することができ目標を達成した。
主な対策として、
①電算室内空調機を計画的に省エネタイプ型に順次更新
②電算室内空調機は室温状況を監視しながら稼働調整を実施
③サーバー機器の更新については、省エネ型で更新
④サーバーの一部設備をサービス構成変更や、他拠点データセンターへの配置転換を実施
⑤２４時間監視ルームのＬＥＤ照明の更新を実施

調 整 後

目標等の達成状況
及び説明

（2017年度）

第 三 年 度

排 出 量

目標等の達成状況
及び説明

（2016年度）

・電算室用空調機を２台更新完了。

排出原単位

目標等の達成状況
及び説明

排 出 量

調 整 後

第 一 年 度

基 準 年 度
（2015年度）

横浜事業所（自社ビル）の事業目的は、データセンター事業であり、当該事業は今後も拡大し
CO2排出量も増加することが想定されるが、今後もより効果がある対策実施が必要となる。

①設備更新および設備の効率的な運転を追及し省エネルギー活動を推進する。
②全体最適なスペース・設備配置の見直し検討を進めていく。

【全社目標】
・事業における無駄を徹底的に排除し、温室効果ガス排出量を削減していく。
・設備更新に併せて設備の効率化により、温室効果ガスを削減していく。
・無理なく温室効果ガスを削減していく。

事業者全体として
の目標等

基準原単位

排出の抑制に係る
目標の設定の考え
方

調 整 後

基準排出量

目 標 年 度
（2018年度）

目標排出量 6,139 削減率t-CO2 削減率 3.0
目標原単位

％ ％
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６の２　温室効果ガスの排出の抑制に係る目標等の状況（第３号該当事業者）

t-CO2 t-CO2/

t-CO2 t-CO2/

t-CO2 削減率 ％ t-CO2/

t-CO2 削減率 ％ 削減率 ％

t-CO2 削減率 ％ t-CO2/

t-CO2 削減率 ％ 削減率 ％

t-CO2 削減率 ％ t-CO2/

t-CO2 削減率 ％ 削減率 ％

計画期間全体の排
出状況に関する説
明

調 整 後
（  年度）

目標等の達成状況
及び説明

（Ａ４）

排出原単位

排出原単位

調 整 後

排 出 量

排 出 量

第 三 年 度

調 整 後

排出原単位
排 出 量

％
目標原単位

t-CO2

目標等の達成状況
及び説明

（  年度）

削減率

基 準 年 度
（  年度）

排出の抑制に係る
目標の設定の考え
方

（  年度）

基準原単位基準排出量

目標排出量 削減率 ％

第 二 年 度

（  年度）
第 一 年 度

目 標 年 度

事業者全体として
の目標等

目標等の達成状況
及び説明

調 整 後
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７　事業所等における温室効果ガスの排出状況

事業所等の
数（所）

排出量の
合計(t-CO2)

事業所等の
数（所）

排出量の
合計(t-CO2)

事業所等の
数（所）

排出量の
合計(t-CO2)

事業所等の
数（所）

排出量の
合計(t-CO2)

1 5,462 1 4,975 1 4,667 1 4,478

1 867 1 826 1 812 1 785

2 6,329 2 5,801 2 5,479 2 5,263

８　自動車における温室効果ガスの排出状況

台数（台）
排出量の

合計(t-CO2)
台数（台）

排出量の
合計(t-CO2)

台数（台）
排出量の

合計(t-CO2)
台数（台）

排出量の
合計(t-CO2)

％ ％ ％ ％

（Ａ４）

低公害かつ低燃費な車の
導入割合(%)

第三年度
事業所等の規模

（原油換算エネルギー使用量）

3,000kｌ以上

1,500kｌ以上 3,000kｌ未満

自動車の区分

基準年度 第一年度 第二年度

合計

乗用自動車

合計

普通貨物自動車

小型貨物自動車

大型バス

マイクロバス

第二年度 第三年度

500kｌ以上 1,500kｌ未満

500kｌ未満

基準年度 第一年度
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９の１　重点対策の実施状況（第１号及び第２号該当事業者）

実施済事業
所数／対象
事業所数

設備の種
類、実施済
設備数／対
象設備数

完了予定年度
(実施中.未実施

の場合）

未実施・非該
当の理由

実施状況
実施済事業
所数／対象
事業所数

設備の種
類、実施済
設備数／対
象設備数

完了予定年度
(実施中.未実施

の場合）

未実施・非該
当の理由

実施状況
実施済事業
所数／対象
事業所数

設備の種
類、実施済
設備数／対
象設備数

完了予定年度
(実施中.未実施

の場合）

未実施・非該
当の理由

実施状況

1
事業者全体
(市内分)

2／2 ― 年度 2／2 ― 年度 2／2 ― 年度

2
事業者全体
(市内分)

1／1 ― 年度 1／1 ― 年度 1／1 ― 年度

3
事業者全体
(市内分)

1／1 ― 年度 1／1 ― 年度 1／1 ― 年度

4
事業者全体
(市内分)

1／1 ― 年度 1／1 ― 年度 1／1 ― 年度

5
個別票対象
事業所

1／1 ― 年度 1／1 ― 年度 1／1 ― 年度

6
個別票対象
事業所

1／1 ― 年度 1／1 ― 年度 1／1 ― 年度

7
個別票対象
事業所

1／1 ― 年度 1／1 ― 年度 1／1 ― 年度

8
個別票対象
事業所

1／1 ― 年度 1／1 ― 年度 1／1 ― 年度

9
個別票対象
事業所

／ ― 年度 対象設備無し ／ ― 年度 対象設備無し ／ ― 年度 対象設備無し

10
個別票対象
事業所

1／1 ― 年度 1／1 ― 年度 1／1 ― 年度

11 事業所 1／1 ― 年度 1／1 ― 年度 1／1 ― 年度

12 事業所 ／ ― 年度
ビル管理者による管
理のため ／ ― 年度

ビル管理者による管
理のため ／ ― 年度

ビル管理者による管
理のため

13 事業所 1／1 ― 年度 1／1 ― 年度 1／1 ― 年度

14 事業所 2／2 ― 年度 2／2 ― 年度 2／2 ― 年度

15 設備
(設備の種類)

／ 年度 対象設備無し

(設備の種類)

／ 年度 対象設備無し

(設備の種類)

／ 年度 対象設備無し

16 設備
(設備の種類)

／ 年度 対象設備無し

(設備の種類)

／ 年度 対象設備無し

(設備の種類)

／ 年度 対象設備無し

17 設備
(設備の種類)

／ 年度 対象設備無し

(設備の種類)

／ 年度 対象設備無し

(設備の種類)

／ 年度 対象設備無し

18 設備
(設備の種類)

／ 年度 対象設備無し

(設備の種類)

／ 年度 対象設備無し

(設備の種類)

／ 年度 対象設備無し

19 設備
(設備の種類)

／ 年度 対象設備無し

(設備の種類)

／ 年度 対象設備無し

(設備の種類)

／ 年度 対象設備無し

20 設備
(設備の種類)

／ 年度 対象設備無し

(設備の種類)

／ 年度 対象設備無し

(設備の種類)

／ 年度 対象設備無し

21 設備
(設備の種類)

／ 年度 対象設備無し

(設備の種類)

／ 年度 対象設備無し

(設備の種類)

／ 年度 対象設備無し

22 設備
(設備の種類)

／ 年度 対象設備無し

(設備の種類)

／ 年度 対象設備無し

(設備の種類)

／ 年度 対象設備無し

９の２　重点対策の実施状況（第３号該当事業者）

実施済事業
所数／対象
事業所数

実施済車両
台数／対象
車両台数

完了予定年度
(実施中.未実施

の場合）

未実施・非該
当の理由

実施状況
実施済事業
所数／対象
事業所数

実施済車両
台数／対象
車両台数

完了予定年度
(実施中.未実施

の場合）

未実施・非該
当の理由

実施状況
実施済事業
所数／対象
事業所数

実施済車両
台数／対象
車両台数

完了予定年度
(実施中.未実施

の場合）

未実施・非該
当の理由

実施状況

23
事業者全体
(市内分)

／ ― 年度 ／ ― 年度 ／ ― 年度

24
事業者全体
(市内分)

― ／ 年度 ― ／ 年度 ― ／ 年度

25
事業者全体
(市内分)

― ／ 年度 ― ／ 年度 ― ／ 年度

26
事業者全体
(市内分)

／ ― 年度 ／ ― 年度 ／ ― 年度

27
事業者全体
(市内分)

／ ― 年度 ／ ― 年度 ／ ― 年度

（Ａ３）

対策状況

実施済

実施済

実施済

実施済

非該当

非該当

実施済

実施済

実施済

非該当

非該当

実施済

実施済

実施済

実施済

実施済

第三年度

非該当

非該当

非該当

実施済

実施済

非該当

非該当

非該当

非該当

非該当

実施済

非該当

非該当

非該当

非該当

対策状況

非該当

非該当

対策状況

非該当

第二年度

実施済

実施済

実施済

実施済

実施済

実施済

実施済

実施済

実施済

実施済

非該当

実施済

推進体制の整備 実施済 実施済

主要なエネルギー使用設備の
更新等の検討

実施済

実施済

実施済

実施済

実施済

機器管理台帳の整備 実施済

照明設備の運用管理 実施済

エネルギー使用量の把握

重点対策
実施状況の
判断を行う

単位
基準年度

実施済

各種図面の整備 実施済

外気導入量の適正管理

第
１
号
及
び
第
２
号
該
当
事
業
者

蒸気配管のバルブ等の保温 非該当

機器性能管理

排出ガス温度の管理

実施済

フィルター等の清掃 実施済

実施済

地下駐車場の換気管理 非該当

ポンプ、ファン及びブロワー
の適正な流量管理

非該当

非該当

非該当

非該当

非該当

変圧器の需要率管理、効率管
理

実施済

室内温度の適正管理

実施済

実施済

非該当

非該当

非該当

実施済

照明設備の高効率化 実施済

事務所機器の待機電力管理 実施済

非該当

非該当

冷凍機の冷水出口温度管理 非該当

燃焼設備の空気比管理 非該当

第
３
号
該
当
事
業
者

推進体制の整備

第一年度

第三年度第二年度

実施済

対策状況対策状況

対策状況

非該当

非該当

自動車の適正な維持管理

エネルギー使用量等に関する
データの管理

自動車の適正な使用管理

重点対策

非該当

実施済

第一年度

エコドライブ推進体制の整備

工業炉表面の断熱強化 非該当

コンプレッサの吐出圧の適正
化

非該当

コンプレッサの吸気管理 非該当

実施状況の
判断を行う

単位
基準年度



細則第38号様式（第２条第49号）
 （総括票） 

10　目標対策及び事業者の発意による対策の実施状況

7.29 ％

CO2排出量 CO2排出量

種別 使用量 単位 （t-CO2） 種別 使用量 単位 （t-CO2）  （t-CO2）

昼間買電 7,353 千ｋWh 3764.7 昼間買電 6,697 千ｋWh 3,428.9

昼間買電 1,050 千ｋWh 537.6 昼間買電 957 千ｋWh 490.0

サーバ室内の天井裏を利用した排
熱経路の構築

横浜事業
所

2012
サーバ室内の熱の移動が非効率的
であった。

千円

千円2015
サーバラック空きスペースエリア
は冷気・排熱の対流が起こってい
たため、空調効率を妨げていた。

　　　（注意事項）・対策の効果が重複して計上されない様にご注意ください。
　　　　　　　　　・燃料・熱・電気等の使用量は、一年間での値に換算して記入してください。
　　　　　　 　　 ・記載欄が不足する場合は、横浜市へご連絡ください。

削減量合計
事業者総排出量

事業者総排出量
（t-CO2）

CO2排出量合計①
（t-CO2）

CO2排出量合計②
（t-CO2）

削減量合計
（t-CO2）

具体的な対策 事業所名
対策の

実施年度
（西暦）

削減量

5,263 4,302.3 3,918.8 383

投資金額
実施前の運用状況/設備状況 実施後の運用状況/設備状況

燃料・熱・電気等の使用量

千円

47.6 千円

千円

2
サーバ室内の不要な床下ケーブル
の撤去

横浜事業
所

335.9

熱風遮熱板の取付（約10％削減）

※使用量は前年度の差分より想定
した数値。

2011

サーバ室天井を熱の移動ルートと
した。

サーバラックの配置見直し
横浜事業
所

実施前 実施後

不要床下ケーブルの撤去すること
で、床下の空障害物が減り、空調
効率を改善した。また、運用管理
基準書の見直しを実施した。

※使用量は前年度の差分より想定
した数値。

連
番

1

3

2011
サーバ室床下に不要な電源ケーブ
ル、通信ケーブルが残存し空調の
効率を妨げていた。

4

5
サーバラック内の空きスペースに
ブランクパネルを設置

横浜事業
所

電算空調機室外機のショートサー
キット対策

横浜事業
所

狭いスペースに多数の室外機を設
置し、自分の熱を吸い込むだけで
なく他の排熱も吸い込むため、冷
房効率が落ちていた。
　　　設置台数：46台

サーバラックの空きスペースにブ
ランクパネルを設置し、対流を防
ぐことで空調効率を改善した。

2011
暖気通路（ホットアイル）と冷気
通路（コールドアイル）の管理が
不十分であった。

サーバラック配置方法の標準化を
図り、排熱を吸い込まないような
配置とした。

燃料・熱・電気等の使用量

（Ａ３）



CO2排出量 CO2排出量

種別 使用量 単位 （t-CO2） 種別 使用量 単位 （t-CO2）  （t-CO2）

具体的な対策 事業所名
対策の

実施年度
（西暦）

削減量 投資金額
実施前の運用状況/設備状況 実施後の運用状況/設備状況

燃料・熱・電気等の使用量

実施前 実施後

連
番

燃料・熱・電気等の使用量

当該事業所設備を他拠点データセ
ンターへ配置転換し、設備が減少
したが、空調機の運転に関しては
現状維持の運用であった。

2018
横浜事業
所

千円

移転による設備減少に伴い、室温
状況を監視しながら稼働調整を実
施した結果、2台の運転停止が可
能となった。

千円
冷媒レヒート形空調機では、圧縮
機が常時100％運転のため、省エ
ネ性は低い。

2017
横浜事業
所

圧縮機のインバータ制御による高
効率運転により消費電力を低減さ
せた。
　※3月実施のためデータ取得中

千円

7

千円

千円

サーバ室の空冷式パッケージ空調
機をレヒート制御形からインバー
タ制御形にリプレース

6

電算室内空調機は室温状況を監視
しながら稼働調整を実施

千円

（Ａ３）



細則第38号様式（第２条第49号）
 （総括票）                                                      　　 

11　再生可能エネルギー利用設備等の導入状況

番号

1

2

3

4

5

12　クレジット等に関する取組状況

番号 年度

1 2018年度

2 　 年度

3 　 年度

4 　 年度

5 　 年度

13　その他の地球温暖化を防止する対策の実施状況

14　実施状況等に対する自己評価

設備機器の種類 導入年度 性能等 備考

事務室照明のLED化 2013年度 ・直管型LEDﾗﾝﾌﾟ　L-120、L-160 抑制効果：約80t-co2/年

トイレ照明のLED化 2014年度
・直管型LEDﾗﾝﾌﾟ　LDL20、LDL40
・人感センサー付LEDダウンライト

抑制効果：約1.8t-co2/年

サーバ室照明のLED化 2015年度
・直管型LEDﾗﾝﾌﾟ  FLI06-PA09DHE
　　　　　　　　　FLI12-PA13DHE

抑制効果：約21t-co2/年

共用場所(給湯室、備品置場)
照明のLED化

2018年度 20kw/年×15台 抑制効果：約0.5t-co2/年

NCC室照明LEDランプの更新 2018年度 120kw/年×68台 抑制効果：約4.1t-co2/年

種  類 オフセット対象範囲 特定温室効果ガス換算量 備考

電気の使用 横浜市内事業所 435 東京電力ｴﾅｼﾞｰﾊﾟｰﾄﾅｰ㈱

基準年度までの対策

・節電対策：安定器型ランプからＬＥＤランプへの更新（全体の約９５％）、
　　　　　　人感センサー付照明の一部導入
・節水対策：節水型トイレへの更新
・エコキャップ回収運動の継続実施：ＮＰＯ法人エコキャップ推進協会への納品
・主に機密文書の溶解処理業者への委託（ＣＯ２排出抑制と資源再生利用促進）

計 画 期 間 内 に
実 施 す る 対 策

・エコキャップ回収運動の継続実施
・主に機密文書の溶解処理業者への委託

第 一 年 度 実 績

・エコキャップ回収運動の継続実施
　　－ＮＰＯ法人エコキャップ推進協会への納品（296,141個）
・主に機密文書の溶解処理業者への委託（ＣＯ２排出抑制と資源再生利用促進）

（Ａ４）

第 二 年 度 実 績

・エコキャップ回収運動の継続実施
　　－ＮＰＯ法人エコキャップ推進協会への納品（285,692個）
・主に機密文書の溶解処理業者への委託（ＣＯ２排出抑制と資源再生利用促進）
・残業時間抑制により定時後の空調稼働時間を短縮

第 三 年 度 実 績

・エコキャップ回収運動の継続実施（209,595個　約1.54t-co2削減）
・主に機密文書の溶解処理業者への委託（ＣＯ２排出抑制と資源再生利用促進）
・残業時間抑制により定時後の空調稼働時間を短縮
・勤務服装を期間限定のクールビズから通年ビジネスカジュアルを導入

2010年度から照明設備のLED化を推進め約95％を実現してきた。24時間365日稼働のネットワークコントロールセン
ター室の照明は全面LED化としたが、ランプの寿命と照明設備の劣化などで照度の確保ができなくなり、2018年度に最
新の照明設備に更新をした。また、共用部(給湯室、備品置場）などLED化されていない場所も更新をした。
働き方改革に伴う残業時間抑制により空調稼働や照明点灯時間の短縮、通年ビジネスカジュアルを導入し空調設定温
度を節電対応としている。


